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※以下の項目は、上記の被扶養者の方が高校生以下の場合、記載する必要はありません。

※同意した場合は、次の同意者欄に同意する方（被扶養者）が自ら署名等を行ってください。

（注１）　新規認定及び再認定に関わらず、被扶養者の認定をされる方の個人番号を記載してください。

（注2）　この申告書は必ず共済事務担当課をとおして提出してください。

（注3）　被扶養者の認定取消等により、個人番号を保管する必要性がなくなった場合は、当組合において適切に廃棄

　　　　　又はマスキング等の復元不可能な処理を行います。

（注4）　上記同意欄に同意しない場合は、被扶養者の認定における必要書類である「所得証明書」、「非課税証明書」

共済組合が個人番号の提供を求める理由及び根拠

共済組合は次の根拠条文及び利用目的により、個人番号の提供をお願いしています。

○行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（抜粋）

　（提供の要求）

○利用目的

※住民票登録住所を記載してください。

　【重要】いずれかに○を付してください。　　　　　　同意する　　・　　同意しない

第１４条　個人番号利用事務等実施者は、個人番号利用事務等を処理するために必要があるときは、本人又は他の
　個人番号利用事務等実施者に対し個人番号の提供を求めることができる。
２　個人番号利用事務実施者（政令で定めるものに限る。第１９条第４号においては同じ。）は、個人番号利用事務を
　処理するために必要があるときは、住民基本台帳法第３０条の９から第３０条の１２までの規定により、機構に対し
　機構保存本人確認情報（同法第３０条の９に規定する機構保存本人確認情報をいう。第１９条第４号及び第４８条に
　おいて同じ

　　　　　等の地方税関係情報に係る書類の添付が必要となります。
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　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）別表第１の２
４項に規定する「厚生年金保険法による年金である保険給付若しくは一時金の支給又は保険料その他徴収金の徴収
に関する事務」及び３９の項に規定する「地方公務員等共済組合法による短期給付若しくは年金である給付の支給若
しくは福祉事業の実施又は地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法による年金である給付の支給に
関する事務」

フリガナ

氏　　名
生年月日

上記の被扶養者は、茨城県市町村職員共済組合が行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令第三十一条の二に規定する被扶養者の申
告に係る事実についての審査に関する事務（第九号ロ）の事務処理に限り、地方税関係情報について取得することに
同意します。

年　　　　月　　　　日

住　　所

性別

　年　　月　　日

入　力確　認

被扶養者氏名

【被扶養者認定】

共済被扶養者申告書（個人番号提供用）

個人番号（マイナンバー）

所属所コード 組合員証番号

生年月日

所　属　所　名組　合　員　氏　名

続　柄


